救　急　・　災　害　医　療　グ　ル　ー　プ

府民が安心して暮らせるように、二次・三次・小児などの救急医療体制を整備、充実を図るとともに、災害拠点病院の整備をはじめとした災害医療体制の充実を図っている。

　また、医療に必要な血液製剤を献血によって安定的に確保するため、関係団体と連携した広報活動等により、献血の推進を図っている。
１　救急医療対策事業

近年における救急医療需要の増大、多様化に伴い、救急医療体制の充実を図るため、昭和47年に大阪府救急医療対策審議会を設置し、大阪府における救急医療対策について諮問、数次の答申を得てその具体化に努めてきた。令和４年度においては、次に掲げる施策を中心に救急医療体制の整備を行った。

(1) 特定科目休日・夜間二次救急医療体制運営事業（地域医療介護総合確保基金事業）　
予　算　額　　７１，６０６千円

決　算　額　　７１，５２０千円

特定科目（眼科及び耳鼻咽喉科）の休日・夜間急病診療体制の整備促進を図るため、一般社団法人大阪府医師会へ委託し、特定科目休日・夜間二次後送医療機関を輪番制で確保した。

(2) 救急搬送患者受入促進事業（地域医療介護総合確保基金事業）
予　算　額　　４２２，７９４千円

決　算　額　　４２０，６８５千円

救急搬送が困難となっている症例の受入体制を確保するため、「受入困難症例等」として定める症例の患者を受け入れた医療機関に対して補助を行った。
(3) 救命救急センター設備整備事業
予　算　額　　９７，５６８千円
決　算　額　　６２，３３６千円

救急医療体制の機能強化を図るため、救命救急センターに対し、医療機器の整備に伴う補助を行った。

(4) 救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　４４０，０２５千円
決　算　額　　２７２，４５２千円

関西医科大学総合医療センター、近畿大学病院、大阪府三島救命救急センター、大阪府済生会千里病院における救命救急センター部門の運営に係る費用の補助を行った。
(5) 泉州救命救急センター運営費補助事業
予　算　額　　７７８，０００千円

決  算  額　　７７８，０００千円

平成25年４月１日付けで地方独立行政法人りんくう総合医療センターへ移管した泉州救命救急センターの運営に係る費用の補助を行った。

(6) 大阪府立中河内救命救急センター運営事業

予　算  額　　１，０５１，４３８千円

決  算  額　　１，０１０，９８４千円

大阪府救急医療対策審議会の答申に基づき、主として中河内地域における救急医療の中核的機能を果たすことを目的として設置された大阪府立中河内救命救急センターにおいて、救命処置を必要とする重篤救急患者の診療を行った。

○　所在地　　東大阪市西岩田３丁目４番13号

○　開所年月日　　平成10年５月６日

○　管理運営の方法　　地方独立行政法人市立東大阪医療センターに管理運営を委託

○　施設の概要　　施設面積　3,448.92㎡

病 床 数　30床（ＩＣＵ８床、一般22床）
(7) 市立東大阪医療センターの共同利用部分に係る利用負担金

予　算　額　　５，００２千円

決　算　額　　５，００２千円

府立中河内救命救急センターと同時に竣工した市立東大阪医療センター（当時：東大阪市立総合病院）に対して、市立医療センターの共同利用部分の利用に係る応分の負担を行うことにより、救命救急センターと市立医療センターとの医療・施設面での機能連携の強化を図った。

(8) 大阪府救急医療情報センター運営事業（一部、地域医療介護総合確保基金事業を活用）
予　算　額　　５１３，０９８千円

決  算  額　　５０７，２２５千円
①　大阪府救急・災害医療情報システム等の整備・運営

消防・医療関係者向けに救急医療情報、災害医療情報を提供するとともに、スマートフォン等を活用した「救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ＯＲＩＯＮ）」の運用により、「大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準」の運用状況を検証する仕組みを構築した。また、大阪府救急医療情報センターの運営を行った。
・救急・災害医療で必要な情報を収集・管理し、消防・医療関係者に提供

・休日・夜間診療所や救急病院の情報を24時間体制で府民に提供

・医療圏内の病院に対し一括で緊急搬送要請を実施する機能「まもってＮＥＴ」を運用
・二次医療機関での受入困難患者等の受入調整を行う三次ネットワークコーディネート事業を実施

②　令和４年度における上記①のシステムのデータ提供（出力状況）及び照会に対する回答状況は、次のとおりである。
機関別情報照会件数
	月

機関名
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	計

	府民等
	6,952
	7,730
	6,189
	11,083
	10,457
	6,938
	6,363
	6,332
	8,240
	9,515
	6,367
	6,156
	92,322

	医療機関
	14
	15
	15
	24
	12
	12
	15
	10
	18
	26
	25
	16
	202

	消防機関
	1
	1
	0
	3
	1
	1
	1
	2
	1
	0
	1
	0
	12

	警察
	8
	9
	9
	20
	16
	8
	9
	9
	2
	13
	18
	8
	129

	他府県
	11
	13
	13
	18
	22
	16
	11
	12
	24
	20
	16
	15
	191

	計
	6,986
	7,768
	6,226
	11,148
	10,508
	6,975
	6,399
	6,365
	8,285
	9,574
	6,427
	6,195
	92,856


診療科目別照会件数

	内科
	25,292
	
	放射線科
	0
	
	循環器科
	609
	
	歯科口腔外科
	1,618

	外科
	7,841
	
	放射線診断科
	0
	
	整形外科
	11,792
	
	呼吸器内科
	219

	精神科
	309
	
	放射線治療科
	0
	
	形成外科
	1,645
	
	循環器内科
	189

	アレルギー科
	29
	
	病理診断科
	0
	
	美容外科
	0
	
	消化器内科
	363

	リウマチ科
	4
	
	臨床検査科
	0
	
	脳神経外科
	7,818
	
	胃腸内科
	8

	小児科
	13,133
	
	救急科
	0
	
	呼吸器外科
	6
	
	腎臓内科
	7

	皮膚科
	1,430
	
	歯科
	689
	
	心臓血管外科
	15
	
	糖尿病内科
	8

	泌尿器科
	1,779
	
	麻酔科
	2
	
	小児外科
	71
	
	人工透析内科
	3

	産婦人科
	149
	
	心療内科
	236
	
	性病科
	1
	
	漢方内科
	0

	産科
	219
	
	神経科
	10
	
	こう門科
	150
	
	乳腺外科
	29

	婦人科
	585
	
	神経内科
	255
	
	皮膚泌尿器科
	1
	
	消化器外科
	12

	眼科
	2,679
	
	呼吸器科
	445
	
	気管食道科
	1
	
	こう門外科
	8

	耳鼻いんこう科
	3,295
	
	消化器科
	973
	
	矯正歯科
	1
	
	美容皮膚科
	1

	リハビリ
テーション科
	4
	
	胃腸科
	14
	
	小児歯科
	69
	
	その他
	8,306

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	合計
	　92,322


２　小児救急医療対策事業（地域医療介護総合確保基金事業）
休日や診療時間外に受診する軽症患者の増加や小児科医の確保が困難になっているなどの課題に対応するため、次に掲げる施策を中心に、小児救急医療体制の整備を行った。

(1) 小児救急医療支援事業

予  算  額　　１５８，１３９千円

決　算　額　　１４３，８７６千円

休日・夜間における救急診療体制の整備促進を図るため、地域ブロック単位で実施される二次救急診療体制確保事業（入院治療を要する患者のための診療体制の整備）に対し、補助を行った。

○休日・夜間二次救急医療体制運営費補助金（小児救急医療支援事業）10ブロック

豊中市（豊能ブロック）、高槻市（三島ブロック）、枚方市（北河内ブロック）、
東大阪市（中河内ブロック）、堺市（堺市ブロック）、泉大津市（泉州ブロック）、

大阪市（大阪市４ブロック）

(2) 小児救急電話相談事業（＃８０００）
予　算　額　　５５，９６０千円

決　算　額　　５５，９６０千円

夜間の子どもの急病等に関する保護者の不安を解消するため、小児科医の支援体制のもとに看護師による電話相談を実施した。
３　災害医療対策事業

災害時に迅速かつ的確な医療救護活動が行えるよう、大阪府地域防災計画に基づき、災害拠点病院の整備をはじめとする災害医療体制の充実を図った。

 (1) 災害拠点病院への衛星無線の保守・点検等

予　算　額　　１３，６５８千円

決　算　額　　１１，６５６千円

電話回線が途絶した場合にも、災害拠点病院が連携し、円滑に医療救護活動が行えるよう、各災害拠点病院において、大阪府防災行政無線（衛星無線）の運用を行った。

(2) 災害時医薬品等の確保供給体制の整備

予　算　額　　５，７７５千円

決  算  額　　３，２９０千円

災害時の医療救護活動に必要な医薬品等を災害拠点病院（18箇所）で確保した。

(3) 災害拠点病院支援施設整備事業

予　算　額　　１９，０１４千円

決  算  額 　 １７，１０９千円

大阪府地域防災計画により基幹災害拠点病院に位置付けられている大阪急性期・総合医療センターの災害時医療を支援することを目的として、被災者の受け入れや初期治療等に必要な病室、機材等を整えた施設として、同センター敷地内に設置した災害拠点病院支援施設に必要な医療機器等を整備し、また、災害時の停電対策として設置している無停電電源装置（ＵＰＳ）等の保守点検を行った。
(4) 広域搬送拠点臨時医療施設管理事業
予　算　額　　１０，５１８千円

決　算　額　　  ２，９１４千円

大阪府中部広域防災拠点内に常設されている臨時医療施設「八尾ＳＣＵ」に必要な医療機器等を整備するなど、大規模災害時における航空機による広域搬送拠点の臨時医療施設としての機能維持に努めた。

(5) 大阪ＤＭＡＴ整備事業

予　算　額　　８，９３９千円

決　算　額　　２，００６千円

大阪府域及びその周辺において大規模な自然災害・事故等が発生した場合に、直ちに災害現場に駆けつけ救命医療を行う災害派遣医療チーム（大阪ＤＭＡＴ）を養成するための研修や実動訓練等を実施した。
(6) 災害医療施設整備事業

予　算　額　　２０２，１１３千円

決　算　額　　１７９，２３９千円

医療施設の耐震化、補強を行うことにより、地震発生時に適切な医療提供体制を維持するため、９病院に対し補助を行った。
(7) 大阪府原子力災害医療ネットワーク調査事業

予　算　額　　３，５５０千円

決　算　額　　２，４２８千円

「大阪府原子力災害医療活動マニュアル」の実効性を確保し、府内の原子力事業所において起こり得る放射線事故に、より適切に対応するため、医療関係者（大阪府内の保健所、消防機関、関係市町及び地域医療機関の職員等）を対象とした研修会を実施した。
(8) ＮＢＣ災害・テロ対策設備整備事業
予　算　額　　２０，０００千円

決　算　額　　２０，０００千円

化学テロ等のＮＢＣ災害発生時に適切な医療救護活動を行うため、災害拠点病院に対しＮＢＣ災害用資機材の整備に伴う補助を行った。

４　血液対策
「献血意義の普及」及び「府内の医療機関で必要な血液を府内の献血で確保すること」を目標に献血を推進した。特に、安定的な献血者の確保、より安全性の高い血液の確保（成分・400mL・複数回献血の推進、検査目的の献血の排除等）に努めた。
(1) 献血推進事業
予　算　額　　　５，３３５千円
決　算　額　　　４，５１４千円
①　献血の状況
令和４年度における府内での献血の状況は、次のとおりである。
なお、献血者数は、386,871人であった。（目標対比99.1%）
	年度
	区    分
	献血者数
	構成比
	目標値
	構成比
	達成率
	前年度比

	R４
	総   数
	386,871人
	100.0%
	390,409人
	100.0%
	99.1%
	97.4%

	
	内
訳
	成分献血
	126,483人
	32.7%
	135,173人
	34.6%
	93.6%
	94.9%

	
	
	400mL献血
	251,766人
	65.1%
	248,377人
	63.6%
	101.4%
	99.0%

	
	
	200mL献血
	8,622人
	2.2%
	6,859人
	1.8%
	125.7%
	92.1%

	R３
	総   数
	397,018人
	100.0%
	393,967人
	100.0%
	100.8%
	100.0%

	R２
	総   数
	396,847人
	100.0%
	395,888人
	100.0%
	100.2%
	101.6%


②　採血前の問診（健康診断）の状況
献血者の健康保持を図るため、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、採血前の問診（健康診断）を実施した。
なお、献血申込者及び問診の結果、献血を実施した者（献血者）の男女別構成比は、次のとおりである。

	年度
	献血申込者（構成比）
	献血者（構成比）

	R４
	436,145人(100%)
	男
	271,761人

（62.3%）
	386,871人(100%)
	男
	251,732人

（65.1%）

	
	
	女
	164,384人

（37.7%）
	
	女
	135,139人

（34.9%）

	R３
	447,453人(100%)
	男
	274,845人

（61.4%）
	397,018人(100%)
	男
	255,117人

（64.3%）

	
	
	女
	172,608人

（38.6%）
	
	女
	141,901人

（35.7%）

	R２
	447,359人(100%)
	男
	276,504人

（61.8%）
	396,847人(100%)
	男
	256,973人

（64.8%）

	
	
	女
	170,855人

（38.2%）
	
	女
	139,874人

（35.2%）


③　市町村献血推進協議会事業費補助金の交付
市町村と連携して献血者を安定的に確保するため、全市町村献血推進協議会（地域団体の代表等を構成委員とする任意団体）の事業費を補助した。
 〔市町村献血推進協議会事業費補助金　支出実績〕（単位：円）

	R４：3,565,605
	R３：3,433,918
	R２：3,519,600


④　推進月間の実施
「愛の血液助け合い運動」月間（７月・全国一斉）、大阪府献血推進月間（12月･府独自）及び「はたちの献血」キャンペーン（１月～２月・全国一斉）に伴う献血推進を関係団体に呼びかけ、市町村献血推進協議会、大阪府学生献血推進協議会等が街頭広報や広告媒体を利用した広報啓発を実施した。

⑤　献血啓発にかかる作品募集事業の実施
献血離れが著しい10代・20代の若者に献血の重要性、輸血によって救われる命の大切さを訴えるため、献血作品募集事業として「献血啓発作品　ポスター原画募集」を実施した。同世代である府内の15歳から28歳までの方から募集した結果、募集期間（令和４年７月１日～９月30日）中に159作品の応募があった。選考委員会による審査を経て、最優秀賞１作品、優秀賞５作品、入賞９作品を選定し、これら優秀作品については各種啓発に活用した。
